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長沼町公共施設等総合管理計画 

１ 『長沼町公共施設等総合管理計画』策定の目的 

 

長沼町は、道都札幌市の近郊、北海道の空の玄関口新千歳空港のある千歳市に隣接し、千歳市

と小樽市を結ぶ国道 337号線及び札幌市と帯広市を結ぶ国道 274号線が交差する良好なアクセス

を生かし、基幹産業である農業の振興、６次産業化の推進、ブランドづくりによる商工業の活性

化、豊かな自然と農業・農村を生かした観光レクリエーションの発展、町内にある官民の試験研

究機関との連携や企業誘致等、本町が持つ個性の発揮と新しい雇用開発を進めるなど「安全に安

心して暮らせるまち、自然環境と調和したまち、来てみたい・住んでみたいまち」の建設に向け

た施策を展開し、「ひと・緑がかがやく 田園と交流のまち」の実現を目指しております。 

本町においては、これらの施策の具体化、町民ニーズ等に応じ、これまでにも建築物及びイン

フラ系施設（以下、「公共施設等」という。）の整備を行ってきましたが、既に公共施設等の約半

数が整備後 30年を経過しており、老朽化の進行が懸念されております。 

これらの公共施設等は、今後、大規模改修や建替え等の適切な対策を取らなければ、町民が安

全・安心に使用できなくなるおそれがあります。しかしながら、本町の財政状況は国と同様に厳

しさを増す一方であり、町内全ての公共施設等を維持し、更新していくことは困難な状況である

と予測されます。 

本計画は、本町の人口推移や財政状況等様々な社会情勢を踏まえながら、今後も必要とされる

公共施設等の機能を維持し、効率的で効果的な管理を行うことができるよう、長期的な視点で公

共施設等の適切な規模とあり方を検討し、総合的かつ計画的な方向性を示すことを目的に策定す

るものです。 

 

 

２ 公共施設等の現状と課題 

 

現在、本町が所有している建築物の総延床面積は約 11.1万㎡で、その内訳は、大きなものから

公営住宅が 20.0％、学校が 17.3％、産業系施設が 11.6％と続いております。また、町民一人当

たり延床面積は 9.98㎡、人口区分別全国平均値 5.24㎡（平成 23年度総務省調査結果）との比較

では約 1.90倍となり、全国平均よりもかなり多い状況となっております。なお、一般的な建物の

大規模改修の目安と言われている築30年を経過した建築物の延床面積は約5.8万㎡と建築物全体

の半数を超えており、既存の建築物の老朽化が進行しております。  

インフラ系施設では、道路は延長約 461.6km、面積 330.8 万㎡、橋梁は約 240 橋、公共下水道

は管渠延長 7.7万 mという状況となっております。このうち公共下水道は一般的な耐用年数とさ

れる 50年まで 20年程度の年数がありますが、道路、橋梁においては、初期に整備したものから

順次一般的な耐用年数を迎えつつあります。 

このような現状にあることから、人口推移を見据えた町民一人当たり延床面積の縮減、長寿命

化対策、用途廃止した施設、敷地の利活用等公共施設等の最適な配置を実現し、行政コストを抑

制することが本町の今後の大きな課題となっております。 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 建築物面積の内訳 

 

※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 

 

 

 

■ 年度別整備延床面積（建築物） 

 
※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 年度別構造別整備面積（橋梁） 

 

※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 

 

 

 

■ 年度別整備延長（公共下水道） 

 

※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

３ 人口の現状と今後の見通し 

 

『長沼町人口ビジョン』によると、本町における 1960年（昭和 35年）以降の人口推移を国勢

調査から見ると、1960年（昭和 35年）時点の 18,763人から人口は減少傾向にあり、1970年（昭

和 45 年）には 14,850 人、1995 年（平成７年）に 12,293 人と 1990 年（平成２年）対比で 11 人

の増加に転じましたが、2005年（平成 17年）は 12,401人で 51人減、2010年（平成 22年）には

11,691人で 710人の減となったところです。 

なお、2010 年（平成 22 年）の人口 11,691 人は、50 年前となる 1960 年（昭和 35 年）対比で

62.3％、7,072人の減少となります 

また、世帯当たり人数は一貫して減少傾向にあり、2010 年（平成 22 年）では 2.70 人で、世

帯数は 4,324世帯となります。 

 

■ 国勢調査における人口推移 

 

※長沼町人口ビジョンから引用 

 

さらに、長沼町の年齢別人口の推移を詳しく見ると、2000年（平成 12年）以降では、「５～９

歳」や「10～14歳」などの減少が顕著であり、2010年（平成 22年）には「５～９歳」が 401人、

「10～14歳」が 518人で、それぞれ 2000年（平成 12年）対比で 66.7％、73.7％となっており、

大きく減少しております。 

あわせて、「15～19 歳」が中学校や高校卒業の時期となりますが、こちらも 2010 年（平成 22

年）で 509人と 2000年（平成 12年）に比べて 185人もの減少となっており、これらについては

進学や就職などによって町外へと転出したものと考えられます。 

加えて、本町では「25～29歳」や「30～34歳」などの減少も顕著で、2010年（平成 22年）に
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長沼町公共施設等総合管理計画 

はそれぞれ 552 人、500 人と、2000 年（平成 12 年）対比で 75.1％、79.2％と２割を超える減少

となっており、これらの年齢階層から「50～54歳」まではほぼ一貫して減少傾向にあることが読

み取れます。 

一方、70歳以上の年齢階層では増加しておりますが、これは平均余命の延伸に加えて、福祉や

医療といった事情により周辺町村からの転入が増加しているものと考えられます。 

 

■ 年齢別人口推移 

 

※長沼町人口ビジョンから引用 

 

今後の見通しについて『長沼町人口ビジョン』では、①国立社会保障・人口問題研究所の推計

モデル、②出生率上昇モデル（北海道の推計と同じ数値を適用）、③出生率上昇＋流出入均衡モデ

ル（「②出生率上昇モデル」を基に、2040年（令和 22年）の段階で長沼町全体の流出入（社会増

減）が均衡するものとして推計）を行い、以下のような推計値をまとめ、将来人口の目標を 2040

年（令和 22年）で 9,300人、2060年（令和 42年）で 7,900人と設定しております。 

 

 



 

- 6 - 

長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 推計モデル（３パターン）による推計値 

 

※長沼町人口ビジョンから引用 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

４ 財政の現状と課題 

 

本町の財政状況は、歳入においては、地方交付税交付金が減少傾向、町税は横ばいであるなど

特に一般財源の確保という面で、厳しい環境が続いております。歳出においては、公債費の縮減

や人件費の抑制等を進めているものの、社会保障経費である扶助費や施設の老朽化等に伴う維持

補修費などの経費が増加傾向であり、財政の硬直化が進行していると考えられます。 

このような構造から脱却し、健全な財政運営を進めるためにも、いち早く行財政改革に取組む

ことが必要です。 

 

■ 歳入の状況 

 

 

※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 歳出の状況 

 

 
※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

５ 維持管理コストの現状と課題 

 

公共施設等の維持管理コストの現状は、平成 23年度から 25年度の３年間の決算額を平均し算

出すると、１年当たり５億６千万円となります。 

財政規模に占める割合は７％程度となっておりますが、公共施設等の老朽化等に伴い維持管理

コストが増加することが予測されることから、人口や財政の推移を精緻に予測し公共施設等の適

正化を進め、維持管理コストを縮減していくことが必要です。 

 

■ 施設類型ごとの維持管理コスト（表） 

施設類型 維持管理コスト（円） 対象施設 

レクリエーション施設・

観光施設 

99,183,244 道の駅マオイの丘公園、ながぬま温泉、

マオイオートランド、パークゴルフ場

等 

幼稚園・保育園・こども

園 

33,802,708 中央長沼保育園、南長沼保育園 

学校 62,151,535 小学校５校、中学校３校 

社会福祉施設 58,526,758 りふれ 

下水道施設 53,750,848 浄化センター（公共、集落排水）、管渠 

スポーツ施設 52,689,615 スポーツセンター、プール（４か所）、

青少年会館（武道館）、運動広場、スキ

ー場 

図書館 34,541,500 図書館 

庁舎等 33,681,543 役場庁舎、合同庁舎、中央公園 

集会施設 27,903,536 町民会館、各地区会館 

その他行政系施設 25,336,531 交通センター、ふれあいターミナル、

排水機場 

公園 17,243,153 各地区公園 

産業系施設 16,462,042 野菜加工センター、堆肥生産センター 

その他 4,502,034 東部センター、西部センター、ふれあ

い工房、郷土資料館１号・２号、母子

健康センター 

合 計 559,609,866  

                    ※ 金額は、平成 23年度から 25年度の３年間の決算額を平均 

                    ※ 対象施設は、平成 25年度現在 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 施設類型ごとの維持管理コスト（グラフ） 

 

 

 

 

６ 将来負担コストの課題 

 

総務省から提供された公共施設等更新費用試算ソフトを活用し、今後の 40年間に現状の公共施

設等（建築物＋インフラ系施設）を全て維持し続ける場合の必要なコストを試算した結果、40年

間で 1,096億円、１年当たりで 27.4億円が必要となります。 

なお、その内訳は、建築物がそれぞれ 469.4 億円、11.7 億円、インフラ系施設が 626.7 億円、

15.7億円となります。 

中でも、建築物は 1980年代以前に整備されたものが多く、2030年（令和 12年）前後から建替

えに要する費用が多額となることが見込まれます。インフラ系施設においても、2030年代以降橋

梁、下水道の更新費用の増大が懸念されます。 

将来的には、歳入が減少傾向にある中、これらの費用全てを捻出し、現状の全ての公共施設等

を改修や建替え等により維持していくことは困難であると推測されます。 

人口減少は避けられず、限られた財政運営の中では、総合的かつ計画的な管理の下、更新時期

の分散化、既存施設の長寿命化、統廃合等十分な検討を進め、公共施設等の最適化に取組むこと

が不可欠です。 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 将来の更新費用の推計（建築物及びインフラ系施設） 

 

※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 

 

 

■ 将来の更新費用の推計（建築物） 

 
※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 
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長沼町公共施設等総合管理計画 

 

■ 将来の更新費用の推計（インフラ系施設） 

 

※総務省・公共施設等更新費用試算ソフトで作成 

 
 

なお、令和３年度末時点の個別施設計画を踏まえた将来負担コストは、20年間で 341.3億円と

試算され、長寿命化対策等の効果額は 206.7億円と計算されます。 

また、地方公会計及び固定資産台帳の活用については、公共施設等マネジメントの情報整理の

効率化、将来負担コストの試算の精緻化等に資することから、積極的な情報連携に努めることと

します。 

 

 

７ 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な考え方 

 

本町における公共施設等の基本的な考え方については、以下のとおりとします。 

（１）計画期間 

平成 29年度から令和 18年度までの 20年間を計画期間とします。 

（２）取組体制 

本計画の推進は総務財政課財政管財係、全庁的・横断的な取組は長沼町行政改革推進本

部、個別の取組は各所管課においてあたることとします。 

（３）基本方針 

① 中長期的な視点でのマネジメント 

（ア）建築物 

・ 町が保有する建築物の全体面積を、将来の人口減少や財政運営の状況を見据え、

＃試算に用いた更新年数の考え方 
・建築物～60年で建替え（30 年で大規模改修） ・道路～15年で舗装部分の更新 
・橋梁～50年で架替え ・公共下水道管渠～50 年で更新 
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10.0％以上削減します。 

・ 新規で行う施設整備については、単独機能としては行わず、複合化、集約化、既存

施設の廃止を含む統廃合等を伴うものを基本とします。 

・ 施設整備、改修等を行う際には、ユニバーサルデザイン 2020行動計画におけるユニ

バーサルデザインの街づくりの考え方を踏まえ、高齢者、様々な障がいのある人、妊

婦や子ども連れ等誰もが移動しやすく、生活しやすいまちづくりを進めるよう配慮し

ます。 

・ 竣工後一定期間を経過した施設については、安全・安心な施設運営を推進するため

適宜点検・診断を実施し、今後長期間の利活用が見込めない施設、利用率が低下して

いる施設については、用途替えや廃止することを基本とします。 

・ 廃止した施設は、民間等への売却・貸付などを進めることとし、それらが見込めな

い場合は、老朽化による破損等によって周辺環境や治安に悪影響を及ぼさないよう配

慮します。 

・ 長沼町公有財産の活用や処分に関する基本方針において、未利用化、遊休化の進行

を阻止、町自らが利用する見込みのない普通財産については売却や貸し付けを促進す

ることとしており、これに則した積極的な公民全体での財産活用を進めます。 

・ 今後の財政運営を勘案した上で、重大な損傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕

を実施することで長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減に努めます。 

（※ライフサイクルコスト～施設の建設から維持管理、解体撤去に至るまでの生涯費用） 

・ 公共施設の耐震化については、長沼町公共施設等耐震化検討会議において耐震化の

実施を判断した上で所要の対策を講じており、今後も安全・安心確保の観点から、必

要な対策が生じた際には適切な対応をとるよう努めます。 

・ 個別施設の維持管理については、既定の計画を基本に本計画との整合性を図り、必

要に応じて適宜見直します。 

（ａ）施設類型ごとの管理に関する基本方針 

  施設類型ごとの管理に関する基本方針は以下のとおりとし、個別施設については、各々

の個別施設計画によるものとします。 

・ 行政系施設（庁舎等）については、庁舎機能を担うことから所要の対策を講じて建

物の長期的な活用を目指します。 

・ 社会福祉施設については、法定耐用年数を経過していない施設は適切な点検、修繕、

改修等により長寿命化を図り、施設を長期的に活用してまいります。法定耐用年数を

経過した施設は、利用者数の推移、老朽化・劣化状況等を踏まえ、総合的に判断する

ものとします。 

・ 観光施設については、利用者数、老朽化・劣化状況等を把握した上で、観光施設と

しての機能の方向性及び施設の方向性を判断し、所要の対策を講じることとします。 

・ 公園施設については、予防保全的管理を進めるとともに健全度調査に基づく長寿命

化を実施することにより施設機能の向上やライフサイクルコストの縮減に図るものと

します。 

・ 公営住宅については、法定点検や定期的・日常的な点検による状況把握に努め、予

防保全的な維持管理、修繕、改善事業に取り組むことで長寿命化を図り、ライフサイ



 

- 14 - 

長沼町公共施設等総合管理計画 

クルコストの低減を進めます。 

・ 学校教育系施設については、小中学校校舎は築 50年以上、給食センターは築 30年

以上経過しており老朽化が著しく、また、児童生徒数の減少や新しい学校のスタイル

への変化も見据え、建築コストやランニングコストを抑えた手法で整備を進めます。 

・ 社会教育系施設については、社会情勢の変化、利用者数の推移、老朽化・劣化状況

等を踏まえ、所要の対策を施しながら適切な維持管理を進めます。 

（イ）インフラ系施設 

・ 施設の状態を客観的に把握・評価し、中長期的にコスト縮減を目指したアセットマ

ネジメントによる取組を推進します。 

（※アセットマネジメント～資産（アセット）の状態を的確に把握・評価し、計画的かつ効率的に管

理（マネジメント）する手法） 

・ 将来の人口減少や財政運営の状況を見据え、町民の負担増をなるべく抑え、利用に

支障がないよう、施設の利用状況に応じて、施設の廃止・縮小などの検討を進めます。  

・ 今後の財政運営を勘案した上で、重大な損傷や致命的な損傷となる前に予防的修繕

を実施することで長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減に努めます。 

・ 施設の役割、機能や特性に配慮した維持補修、更新等の最適な対策を検討し、優先

順位を考慮しながら適切な維持管理に努めます。 

・ 個別施設の維持管理については、既定の計画を基本に本計画との整合性を図り、必

要に応じて適宜見直します。  

② 必要な公共サービスの再構築 

・ ＰＰＰ／ＰＦＩ等の公民連携の取組等、これまでの公共施設等のあり方にこだわらな

い新たな公共サービスについて検討を進めます。 

・ 公共施設等の役割・機能の的確な把握に努め、大規模改修や更新等の機会に、社会情

勢の変化等を見据えた機能転換など、戦略的な公共施設等の再配置を検討します。 

・ 災害時の指定避難所になっている公共施設等については、その機能を損なわないよう

工夫や配慮を行い再編・利活用を進めます。 

③ 協働の推進 

・ ＰＰＰ／ＰＦＩ等、様々な資金やノウハウを持つ民間活力の活用も検討し、今後の取

組をより効率的かつ効果的に行います。 

・ 公共施設等にかかる課題や現況を情報発信し認識の共有を深めることで、町民と共に

課題解決に取組みます。 

④ 地域ごとの公共施設等のあり方 

・ 行政区等の区域も踏まえながら、関連する公共施設等の立地環境も考慮した適切な配

置を行います。 

・ 国、北海道の公共施設等との連携も図り、効率的で効果的な運用に努めます。 

・ さっぽろ連携中枢都市圏、南空知圏域など近隣市町村との相互利用や共同運用、サー

ビス連携、役割分担等により効率化を図り、コスト削減に努めます。 

⑤ 各種計画の整合 

・ 長沼町総合振興計画、長沼町過疎地域持続的発展市町村計画等との整合性を確保し、

計画的な公共施設等マネジメントを推進します。 
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８ フォローアップの方針 

 

（１）本計画については、今後の人口推移、財政状況や社会情勢の変化等を見据え、３年度ごと

に評価、点検の上、適宜見直しを行うこととします。 

（２）維持管理・更新等に係る経費は、３年度ごとに調査し、計画推進の精緻化を図ります。 

（３）本計画の実効性を高めるため、総務財政課財政管財係において適切な進捗管理を行うとと

もに、必要に応じ（１）のＰＤＣＡサイクルに関わらず、適宜計画の見直しを進めます。 

（４）公共施設等の適正配置の検討にあたっては、議会や町民に随時情報提供し、町全体の意識

高揚に配慮するとともに、情報の共有化を促進します。 
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＜別表１＞  

フォローアップ工程表 

 

年月 改訂予定 

令和４年３月 

（令和３年度） 
第２版（改訂１回目） 

令和７年３月 

（令和６年度） 
第３版（改訂２回目） 

令和 10年３月 

（令和９年度） 
第４版（改訂３回目） 

令和 13年３月 

（令和 12年度） 
第５版（改訂４回目） 

令和 16年３月 

（令和 15年度） 
第６版（改訂５回目） 

令和 19年３月 

（令和 18年度） 
計画期間満了 
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策定年月日 平成２９年 ３月３１日 

計画作成者 長沼町公共施設等総合管理計画策定委員会 

 （事務局）長沼町総務政策課財政・管財係、企画政策・戦略係 
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